
職・氏名

電話番号（直通）：

Ｆａｘ：

Ｅ－ｍａｉｌ：

①商工業に関し、相談に応じ、又は、指導を行うこと

②商工業に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。

③商工業に関する調査研究を行なうこと。

④商工業に関する講習会又は講演会を開催すること。

⑤展示会、共進会等を開催し、又はこれの開催の斡旋を行なうこと。

⑥商工業に関する施設を設置し、維持し、又は運用すること。

⑦商工業者の福利厚生に資する事業を行なうこと。

⑧商工会としての意見を公表し、これを国会、行政庁等に具申し、又は建議すること。

⑨行政庁等の諮問に応じて答申すること。

⑩社会一般の福祉の増進に資する事業を行なうこと。

⑪商工業者の委託を受けて、当該商工業者が行なうべき事務（その従業員のための事務を含む。）を処理すること。

⑫大阪府商工会連合会の委託を受けて商工貯蓄共済事業の事務を行うこと。
⑬行政庁から委託を受けた事務を行うこと。
⑭全各号に掲げるもののほか、その他商工会の目的を達成するために必要な事業を行うこと。

平成31年度(2019)

事　業　計　画　書

１．申請者の概要

豊能町商工会

担
当
者

会長　大西久幸

toyono@gold.ocn.ne.jp

連絡先

所在地
申
　
請
　
者

団体名

代表者職・氏名

０７２－７３９－２２８５

０７２－７３９－１６４７

事務局長　阪井健之

〒５６３－０２１９

大阪府豊能郡豊能町余野1008番地

①設立年月日

豊能町③所管地域

昭和49年12月18日

②職員数

（うち経営指導員数）
３名（経営指導員３名）　　　（平成31年１月15日現在）

※②、④、⑤、⑥につ
いては直近の数字を記
載のこと

④管内事業所数

⑤管内小規模事業者数

⑥会員数（組織率）

□主な事業概要（定款記載事項等）

３２６（平成26年経済センサスによる）

２２３（平成26年経済センサスによる）

216（６６．３％）　　　（平成31年１月15日現在）

mailto:toyono@gold.ocn.ne.jp


（１）所管地域の産業経済の現状と課題

２．事業概要 豊能町商工会

地域住民の高齢化

（３）主たる支援の対象として想定する小規模事業者等のイメージ及び対象事業者数

豊能町は、農村地域であったところが高度経済成長期の大阪のベットダウンとしての住宅開発により人口が増加し
た地域であり、市街化調整区域や第一種住宅専用地域など土地の用途制限があり、商工業の新規出店が制限される
地域である。昔から農業、林業を中心の町であるが、その大半は兼業農家であり、また規模も小規模なところが多
い。製造業については、土地の用途制限のため新たな工場建設等は難しく、家電部品製造、自動車部品製造などの
下請、孫請企業が存在するのみであり、その従業員規模も小さい。小売業については、住宅地域であるときわ台地
域、光風台地域、新光風台地域、希望ヶ丘地域に大型店が存在するものの、その規模も１,000㎡程度である。そ
の他は、それぞれの地域に小規模店舗が点在するが、近隣地域の大型店への消費の流出が激しい。土木建設業、造
園業、建築工事業などの建設業では、規模の小さな所が多く、また事業主の高齢化、受注の低迷による廃業も見ら
れる。地域の経済循環率をみると２９.8%となっており、能勢町で60.3%。池田市７５,３％、箕面市62.5%と近
隣市町村と比較しても低くなっており、要因としては民間消費の地域外への流出率が62.3%と近隣市町村平均
11.9%と比較して高いためと推測される。産業別事業所数をみると卸売業、小売業が54（23.3%）建設業が４９
（21.2%）医療福祉業２３（１０％）サービス業が22（9.5%）、製造業が１９（8.2%)となっており大阪府平
均と比較すると建設業、医療、福祉業の割合が高い。又、付加価値額が最も高い製造業を中分類で分析すると窯
業、土石製品製造用、木材、木製品製造業となっている。当地域の創業比率をみると3.0%と近年の値より増加し
ている一方、厳しい環境の中で現事業者の持続性が課題となっている。（RESAS分析参照）当初の住宅開発から
約半世紀がすぎ地域住民の高齢化、次世代の町外流出により急激な人口減少に見舞われている。隣接の他市に大型
食品スーパーが出店し、地域内の消費環境は大きく変わろうとしており、また、新名神高速道路が全面開通を受け
て取り巻く観光も大きくかわるものと見込まれる。

昨年度同様、毎月商工だよりを会員企業に送付し、相談事業並びにその月の商工関係の情報提供を行ない、事業所
の抱える問題解決の一助となる。また、日頃から事業所と密接な関係を築いておくことにより、気軽に相談できる
体制作りが必要である。融資相談に代表されるように事業所の中核に触れる話は、なかなか指導員との信頼関係が
確立していないとしづらい場合もあると思われるので、より積極的に巡回指導を行い、事業所との距離を近づけ、
より深い相談につなげる必要がある。ペーパーによる情報提供だけでは、日々の業務に忙しい事業所では、自社に
有効な情報を見逃しているケースも多いと思われるので、情報提供のフォローの役割も果たす。地域内、地域外へ
の事業所のPR、支援事業を通じることによって少しでも多くの地域循環率をあげていきたい。

（５）事業の実施により期待される効果及び実施しなかった場合の影響（実施する事業の総体的な効果等を記載すること）

豊能町は、所管地域の面積の７割を山林が占め、自然景観に恵まれた地域である。大阪の中心部からでも１時間圏
内で、また西地域には能勢電鉄が乗り入れており、ハイキングなどの観光目的の入り込みは多い。しかし目玉とな
る観光資源は、自然景観、石仏などで日帰り観光がほとんどであり、町内での購買、消費につながっていないのが
現状である。また、住宅開発に伴い人口が増加した豊能町も平成８年の27,000人をピークとして減少し、現在は
2万人を割り込んでいる状態である。また、新興住宅地の例にもれず若者の町外流出により、住民の高齢化が進ん
でいる。この様な中で、今後は引き続き地域資源の活用や外部地区からへの消費促進を促し、商工業の活力を高
め、活性化に取り組んでいく必要がある。また、高齢者、地域外の方へむけた訴求力の高いPR、付加価値の提供
が必要である。

（４）事業の目標

町内の事業所は、ほとんどが小規模事業者であり、社長自らが現場で働いているのが実情であり、最低限度日々の
記帳はできても経理処理、従業員管理等を行う時間的余裕がない所が多く、これらの事務手続きを商工会に依頼し
ているところが多い。これら事業所の、多岐にわたるニーズにこたえるため、商工会としては、巡回相談のなお一
層の徹底を図るとともに、窓口相談の充実、専門家による相談窓口をもうけ指導の徹底を図っていきたい。管内小
規模事業者３26社を対象として実施する。加えて、地域内での訴求力の強いサービス、商品を提供している事業
所に対し地域外との取引を目指す形での支援をおこなう。

景気は回復傾向にあるといわれているが、地区内小規模事業者は地域の人口減少、住民の高齢化による消費の規模
の縮小、仕入れ価格の高騰、人件費の高騰など益々厳しい状況におかれている。この様な時こそ事業所の身近な相
談相手である商工会の果たす役割は大きい。このような中にあって商工会としては、相談業務の一層の充実を図
り、また、専門相談の充実を図る。又、窓口・巡回指導等を通じて、事業所の商工会に対するニーズの掘り起しを
図り、より親密なタイムリーの相談指導を行うとともに、商工業に関する情報提供を行なう。地域外部へは特産品
を活用した支援し、ふるさと納税者への提案事業や、地域資源を活用した取組の創出を期待することを目的として
いきたい。支援を通じてて商工会の取り組みに興味を持っていただいた事業者や、新たな創業希望者の掘り起こし
を行い地域の活性化に努める。



3．経営相談支援事業・専門相談支援事業　事業調書 豊能町商工会

Ⅰ　経営相談支援事業

支援メニューの件数

事業所カルテ・サービス提案 90 事業所 支援機関等へのつなぎ 15 支援

金融支援（紹介型） 5 支援 金融支援（経営指導型） 22 支援
マル経融資等の返済条件緩和支援 3 事業所 資金繰り計画作成支援 30 事業所

記帳支援 12 事業所 労務支援 5 支援
人材育成計画作成支援 3 事業所 マーケティング力向上支援 20 事業所

販路開拓支援 35 支援 事業計画作成支援 24 支援

創業支援 5 事業所 事業継続計画(BCP)作成支援 3 事業所
コスト削減計画作成支援 20 事業所 財務分析支援 32 事業所

５Ｓ支援 3 事業所 ＩＴ化支援 30 事業所
債権保全計画作成支援 0 事業所 事業承継支援 3 事業所

災害時等の支援 0 事業所 結果報告 90 事業所

件数設定の根拠及びその実現に向けた取り組み

前年度支援企業数 ９０事業所

窓口相談、巡回相談を行い、事業所のかかえる問題点を掘り起しまた、助成金制度などを提案することに
より、事業所の相談意欲を高める。

事業所支援の実施方法（専門家や各種支援機関、支援制度の活用など）

経営指導員が巡回相談などで掘り起こした事業所のかかえる問題点を専門相談により解決を図る。どうし
てもハードルが高くなりがちな専門家との相談を指導員が間に入ることにより、気軽に相談できる環境を
作る。

Ⅱ　専門相談支援事業

事業名 新規/継続 指標 目標数値 事業概要

税務支援 継続 相談件数 70 税理士による確定申告期における税務の専門相談

金融支援 継続 相談件数 9 日本政策金融公庫融資担当者による金融の専門相談

12 社会保険労務士、司法書士等による労務の専門相談

事業実施のポイント・期待される効果

小規模事業者持続化補助金をはじめ、各種助成金を利用された企業の実績を紹介し、新たに取り組みを行
う事業者を発掘し、個々の事業者の取り組みを通じて地域の活性化を図る。

その他支援 継続 相談件数

経理支援 継続 相談件数 25 税理士による日々の記帳、経理の専門相談

経営支援 継続 15 中小企業診断士による経営に関する専門的な相談相談件数



４－１．地域活性化事業一覧

府施策
連携

（１）単独事業

○

（２）広域事業

○

○

○

○

○

○

○

うち府施策連携事業

40,400

地域資源発掘事業 能勢町商工会事業調書 60,600

経営革新支援事業 池田商工会議所事業調書参照 40,400

池田商工会議所事業調書参照

豊能町商工会

13,800

454,500

1,658,925

能勢町商工会事業調書参照

60,600

100,000

150,000

概要 金額（円）事業名

2,802,750

40,400

大阪府商工会連合会事業調書参照

60,600

3,508,025

豊能郡地域金融機関との
支援ネットワーク事業

事業承継できる会社を目指す中
小企業の為の経営力向上支援事

業

60,600

40,400

141,000

141,400

181,800

女性リーダー養成事業 大阪府商工会連合会事業調書参照

大阪府商工会連合会事業調書参照

大阪府商工会連合会事業調書参照

中小・小規模事業者サー
ビス品質向上支援事業

事業承継者等の育成事業

2,343,200

大阪企業のコスト削減計画　エ
コ活ＯＳＡＫＡ事業

大阪府商工会連合会事業調書参照

20,200

豊能・能勢合同物産展

地域での製造品等を広く住民にPRし、地元での販売力の向上をはか
り、さらに地域の製造品、特産品を広く他地域にPRする機会を設け
るため、豊能町、能勢町両商工会が、地域イベントで出店ブースを
設け、来場者に地元産品を紹介することにより今後の販路拡大を目
指す。

20,200

30,300

106,050

25,250

782,750

軽減税率電子決済セミナー
電子決済関連キャッシュレスの促進、事業者にとっての消費増税対
策を事業の経営指標数値の向上を図り、持続優位性のある商売を目
指す。

北摂里山プロモーション発信事業

里山への観光流入が購買、消費により一層貢献できるよう、地域外
消費者に向けた豊能地域の魅力発信とともに地域内商業活性化のた
め消費喚起を促す。ふるさと納税制度等も利用した、豊能町の農業
資源等を活用した特産品展開の為の計画、先進地視察、実行を行う
事業所の支援を行う。

2,020,000

60,600

箕面商工会議所事業調書参照

豊中商工会議所の事業計画書を参照

豊中商工会議所の事業計画書を参照

商工フェア事業（なわてふ
れあい商工フェア）

四條畷市商工会事業調書参照

北摂地ジカラフェスタ

自社の魅力を引き出すセ
ルフプロデュース事業

サービス事業者のインバウンド参入支援事業

雇用環境整備支援事業

豊中商工会議所の事業計画書を参照

大阪勧業展 大阪商工会議所事業調書参照

事業継続計画（BCP）策
定支援事業

デザイン施行を活用した
地域中小企業支援事業

池田商工会議所事業調書参照

地域資源を活用した
新事業展開支援事業 豊中商工会議所の事業計画書を参照

FinTech活用支援事業 豊中商工会議所の事業計画書を参照

働き方改革に対応し人材の採
用・育成・定着化に取り組む中

小企業を支援する事業
豊中商工会議所の事業計画書を参照

ドローン等 IT/IoT導入
利活用促進事業 豊中商工会議所の事業計画書を参照

小規模事業者のチャレンジを後
押しする資金調達普及事業 豊中商工会議所の事業計画書を参照



○

〇

〇

　 (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

社

①セミナー　②交流会の実施　商品PR、web発信等講師から事例紹介、商品の強みなど参加者が
グループワークを行う（25社、１回）
③販路開拓　サービスエリア販路開拓PR（5社）
④ハンズオン支援展示会への参加の為の支援（３社）

４－２．地域活性化事業　事業調書 豊能町商工会

事業名 北摂里山プロモーション発信事業 新規/継続 継続

想定する実施期間 H３0 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

北摂地域の里山は大阪市内から車、電車などで1時間ほどの距離であり、健康目的の乗客
（観光・ハイカー）も存在し地域外消費の促進のためにも里山地域豊能からの魅力を発信
する必要が求められる。豊能地域の特産品を活用した商品展開を支援し、里山コミュニ
ティの育成・発展とともに、豊能地域外の方々へ豊能里山の朝市・魅力特産品・観光名
所・里山体験・観光農園のPRにつなげる。また、特産品を活用した展開を計画、実行を支
援し、ふるさと納税者への提案事業や、地域資源を活用した取組の創出を期待することを
目的として本事業を実施する。また、域外へはRESASからも読み取れるよう、地域資源
の活用や外部地区からへの消費促進を促し活性化に取り組んでいく必要があり、地域外の
方へむけた訴求力の高いPR、付加価値の提供が必要である。加えて、RESAS目的地分析
により、町内個店のみならず、観光地等についても掲載される情報量が乏しいことは明白
であり、小規模個人事業所ではITを導入していない割合が3割を超えているとの調査結果
もあるなど事業主の高齢化等を要因に見込客となりうるIT利用者への遡及を図ることを目
的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

地域事業所

事業に対する企業
ニーズ

（内容・把握方法等）

社会的な健康需要の中、自然の風景や歴史的な景観・里山の魅力を楽しみワークライフバランスの
充実といった潜在的なニーズがある中で、地域の消費へは継続性を持たすことが容易ではなく、継
続的な地域への消費の促進方法の整備や、地域外からの消費を促す誘因が必要とされる。高年齢
化・健康志向の需要と豊能地域農産物・特産物・観光資源を利用し進めていく。加えて、新名神
止々呂美エリアの高速道路開通により幅広く新たなルートからの地域内流入を目論む。Web活用
の重要性は理解しているが、同時に導入コストや販路拡大の効果について懸念ももっており、効果
的な利用に踏み切れていない。中小事業主にとって、新たな販路開拓や生産性の向上への潜在的な
ニーズは大きいものと考えられる。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内
容・実績

数値

魅力発信セミナーを8月に開催参加15名　交流会を9月に開催参加13名。販路開拓事業を名神SA
で開催3名参加。

反省点
単発ではなく持続的な売り上げにつながる支援連携が必要.

（c）地域資源を活用した特産品の展開・販路支援を行い、販売・PRの場の提供を豊能町
並びに民間事業者と連携して行う。商品の販路支援の一環としてふるさと納税者への特産
品等商品協力事業者登録や特産品を地域外にアピールするための展示会へ参加するのため
の支援を行う。
（d）事業者の事業計画について個別の相談事業で対応する。

支援対象企業数

設定根拠及び募集方法⇒

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成
型

人材交流
型

事業者間で豊能町の魅力発信方法など、地域外の方に消費をしていただきやすい環境づくりのため
の商業の活性化に向けた取り組みを検討する①セミナー②交流会③展示会・販売会への出店を実施
する。また、里山の朝市・魅力特産品・観光名所・里山体験・観光農園のPRをおこない地域活性
化の発展を促す。具体的には、地域資源を活用した特産品販売を希望する事業所並びに観光資源の
PR、ふるさと納税制度への商品、地域へのPR（名神吹田SA）をおこない、これらの取組みを行
う事業所とのマッチングを行い地域内事業所の交流発展へとつなげ、豊能里山地区の魅力PR発信
と地域外消費の獲得、意欲的な事業所同士の交流を深め、資質向上を見据える。人材交流型とし
て、業種にとらわれず町内事業所の情報を掲載するとともに交流し、PCおよびモバイルに対応で
きる情報の集約を図るとともに、周辺観光地等との互換性を持たせることが、長期的に地域発展に
寄与するものと期待される。

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

支援対象企業数

設定根拠及び募集方法⇒ 【人材交流型】魅力発信のPRポイントを把握できていないと感じて
いる企業および地域外消費を増加させたい事業所。これらの事業所
への会報・WEB等を活用して広く募集する。25

5

【販路開拓型】自社のPRポイントを把握できていると感じており、特産品として出
店いただける企業5業社。会報・HP・WEB等を活用して広く募集する。商品発
掘・開発・発信を行う事業者の募集と相互育成を促す。販促は継続購買予定者
（リーフレット配布含む）を見込む西日本高速道路吹田SAにて。



４－２．地域活性化事業　事業調書 豊能町商工会

事業名 北摂里山プロモーション発信事業 新規/継続 継続

社

①,　② 円 × × ＝ 円

③ 円 × × ＝ 円

④ 円 × 人 × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

※新規の広域連携調整が必要な場合に企画調整費を加算（小計の10％）（小計） 円

計 円

①市町村等補助 円

②受益者負担 円

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

代 円 × ＝ 円 （ 円）

円

円

円

円

303,000

その他目標値
目標値の内容⇒

@101,000 3

10社

5 1.00

地域内のコミュニティ振興のきっかけともなり、特産品のPR活動を通じて経営力向上と地
域での仲間づくりを実感してもらい今後の豊能地域のリーダー育成を図る。事業を通じて
経営力向上を図り、新たな取り組みのために必要なノウハウを習得する。

指標 数値目標

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 報告書

事
業
の
目
標

支援対象企業数
設定根拠及び募集方法⇒

【ハンズオン支援】展示会出展効果を伸ばすような独自支援

3

支援対象企業の
変化

セミナー交流会に参加し特産品を出展する事業所

@50,500

1.00

252,500

来場者吹田SA一日＠800　　

25 1.00

標準事業費

1,010,000

1,565,500

独自提案単価及び
独自補正係数の根

拠
（基準どおりの場合不

算定基準
（行が足りない場合

は、
⇒の行に挿入）

係数

782,750

商工会・会議所名

交付市町村等

補助率

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説

明する代表団体に○）

（申請団体名及び
配分額に網掛け

すること）

負担金の積算

配分額 役割（配分の考え方）

1,565,500

@40,400

標準事業費 補助金額 （①市町村等＋②受益者負担）

1,565,500

0.50



○

○

○

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

社

60社以上

その他目標値１
（事業費の積算あり）

目標値１の内容⇒

8

支援対象企業数

設定・募集方法⇒
チラシ、会報、WEB、町報等によりPRを行う。また、町の広報誌
に掲載し、広く地区内事業者にＰＲを行う200社

30

支援対象企業の
変化

チラシ、会報、WEB、町報従来商工会利用事業者へのPRを行う。消費税対策につい
ての認識を持ってもらうことにより、事業に対する取り組み方の深い部分での理解の
変化が期待できる。また、ハンズオン事業計画支援をおこなうことにより事業者の事
業展開の円滑な支援を目論む。

指標 セミナー趣旨を理解した事業所数 数値目標

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型 場所：豊能町商工会館　講師：消費税・電子決済に精通した専門家を招聘

セミナー　消費増税、電子決済化の要点勘所について支援施策の紹介等を行い、スムーズな
事業運営を形に実現できるように支援する。ブラッシュアップでは講師や経営指導員による
個別相談の実施など、細かな支援を実施する。

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(a)  施策連携商業25番（c）町広報誌にて、事業のPRをおこない、参加事業者を募
る。（d）セミナー・交流会催を通じ、事業者に創業に対する新たな認識を持っても
らうとともに、個別の事業者に対し事業計画書作成支援を行う。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
結果

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

専門家講師を依頼し各種制度の説明・制度改定並びに留意点等を解説していただき持続的な
事業計画へとつなげるためのセミナー・交流会を開催する（消費増税、電子決済キャッシュ
レス化）。個別にハンズオンとして事業計画作成をおこない、事業展開へと告げられる支援
を行う。また、趣旨との整合性が合う場合、豊能町助成金への事業計画書策定へとつなげ円
滑かつ地域の需要に沿った事業展開を推し進める。

人材交流型

日程：①７月　セミナー制度概要説明②９月　セミナー電子決済導入説明を通じ、事
業者に消費税増税に対する新たな認識を持ってもらうとともに、個別の事業者に対し
事業計画書作成支援を行う。

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

経営環境の見通しは常に大きく変化し、各制度改正の理解、対応は事業者にとり多岐煩雑となる傾向が
ある。何をすべきかの要点整理から事業者同士の交流連携を通じ、事業計画書の作成をおこない、専門
家・指導員とともにブラッシュアップをおこなうことにより、電子決済関連キャッシュレスの促進、事
業者にとっての消費増税対策を事業の経営指標数値の向上を図り、持続優位性のある商売を目指す。

支援する対象
（業種・事業所数等）

豊能町域内・外の事業所を対象とする。

事業に対するニー
ズ

（内容・把握方法等）

消費税増税対策、電子決済キャッシュレス推進の理解は事業所からも制度自体が複雑で利用できる制度
があれば利用するとの意見がある。

想定する実施期間 H31 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

４－２．地域活性化事業　事業調書 豊能町商工会

事業名 軽減税率電子決済セミナー 新規/継続 新規



４－２．地域活性化事業　事業調書 豊能町商工会

事業名 軽減税率電子決済セミナー 新規/継続 新規

社

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

（小計） 円

円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説

明する代表団体に○）

（申請団体名及び
配分額に網掛け

すること）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

補助率 補助金額

2,020,000 1.00 2,020,000

（①市町村等＋②受益者負担）

補助金額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

606,000

@101,000 8 1.00 808,000

標準事業費

2,020,000

※新規の広域連携調整が必要な場合に企画調整費を加算（小計の５％）

2,020,000

標準事業費

@20,200 30 1.00 606,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

@20,200 30 1.00
標準事業費の積算

（積算式が３行で
足りない場合は、
⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 報告書 係数

その他目標値２
（事業費の積算なし）

目標値２の内容⇒



○

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

社

独自提案型
第4回物産展（豊能町にて） 11月上旬とよのまつり　　20社

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・

どこで・
何を・

どのよう
にする
のかを
明確に)

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

b.豊能町内、能勢町内で開催されるイベントに展示・即売コーナーを設け出店する。
両町をまたがって出店することにより販路拡大につながる。d.出展事業者の新たな販
路開拓、事業連携等について個別の相談事業で対応する。

人材交流型
第1回物産展（豊能町にて）　 8月中旬　とよの夏まつり　10社

販路開拓型
第2回物産展（能勢町にて）　８月下旬　よっほいせ　10社

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型
第３回物産展（能勢町にて）　10月上旬てっぺんフェスティバル　10社

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
結果

30年度は、豊能町内、能勢町内で計5回開催した。第1回 ８月13日とよの夏まつり
にて開催。出店１3社。第2回８月26日よっほいせにて開催。出店８社。第３回10
月1日能勢町てっぺんフェスティバルにて開催。出店６社。第４回11月12日とよの
まつりにて開催。出店21社。

反省点
出店者に他事業との連動や経営革新の取得を啓蒙していきたい。

人材育成型

豊能町能勢町で作られた素材を使った商品や普段お店では販売していないメニューを
工夫して商品のPRを図る。
また、多くの消費が集まる物産展に出店することにより新たな顧客へ販売することを
目指す事業とする。計4回のイベントにおいて物産展を開催する。

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

地域での製造品等を広く住民にPRし、地元での販売力の向上をはかり、さらに地域
の製造品、特産品を広く他地域にPRする機会を設けるため、豊能町、能勢町両商工
会が、地域イベントで出店ブースを設け、来場者に地元産品を紹介することにより今
後の販路拡大を目指す。

支援する対象
（業種・事業所数等）

地域物産製造販売業者等　　　30社

事業に対するニー
ズ

（内容・把握方法等）

地元での製造品が地元消費者に知られていない、また地元で製造された商品があるに
もかかわらず地元の小売店で販売されていないケースが見られるため、物産展を通じ
て地元にＰＲを行う機会を創出する。

想定する実施期間 H22 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

４－２．地域活性化事業　事業調書 豊能町商工会

事業名 豊能・能勢合同物産展 新規/継続 継続

支援対象企業の
変化

出展者から新たな取引の依頼があったとの声や、地域の消費者から事業所に直接商品
の購入依頼の連絡が入るようになったとの声を聞いた。

指標 新たな取引の依頼のあった企業数 数値目標

支援対象企業数

設定・募集方法⇒ イベントの規模によりそれぞれ出展企業数を設定。とよのまつり20
社、その他10社を設定し、両商工会の出店者割合は、調整の上決定
する。30

１０社

その他目標値１
（事業費の積算あり）

目標値１の内容⇒



４－２．地域活性化事業　事業調書 豊能町商工会

事業名 豊能・能勢合同物産展 新規/継続 継続

社

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

（小計） 円

※広域連携調整が必要な場合に企画調整費を加算（小計の１０％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

豊能町での開催時は豊能町、能勢町で
の開催時は能勢町が幹事をつとめる。
主幹豊能町３回、能勢町２回。

補助金額

豊能町商工会 1,658,925

能勢町商工会

交付市町村等

商工会・会議所名

1,105,950

（①市町村等＋②受益者負担）

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説

明する代表団体に○）

（申請団体名及び
配分額に網掛け

すること）

負担金の積算

3,686,500 0.75 2,764,875

補助率

①市町村等補助

@50,500 10 1.30 656,500

@50,500 4,000 0.01 2,020,000

係数 標準事業費

@50,500 20 1.00 1,010,000

3,686,500

3,686,500

その他目標値２
（事業費の積算なし）

目標値２の内容⇒

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

配分額 役割（配分の考え方）

②受益者負担

【備考】

標準事業費の積算
（積算式が３行で
足りない場合は、
⇒の行に挿入）

補助金額

標準事業費

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数



５－１．商工会等支援事業一覧 豊能町商工会

191,900

CSR普及啓発事業

概要

大阪府商工会連合会事業調書参照

事業名 金額（円）

211,800

SB/CB普及啓発事業 大阪府商工会連合会事業調書参照



６．経費支出計画書（経費内訳） 豊能町商工会

事業所数/回数 単 価（円） 計

90 25,000 2,250,000

15 10,000 150,000

5 30,000 150,000

22 40,000 880,000

3 20,000 60,000

30 20,000 600,000

12 25,000 300,000

5 20,000 100,000

3 20,000 60,000

20 20,000 400,000

35 20,000 700,000

24 50,000 1,200,000

5 20,000 100,000

3 20,000 60,000

20 20,000 400,000

32 10,000 320,000

3 10,000 30,000

30 20,000 600,000

0 10,000 0

3 20,000 60,000

0 0 0

90 10,000 900,000

9,320,000 9,320,000

計

264,000

336,000

288,000

264,000

1,152,000 1,152,000

合　　　　計

小　計

Ⅲ　地域活性化事業

小　計

小　計

Ⅳ　商工会等支援事業

Ⅴ　合計

算 定 基 準

別紙事業調書のとおり 6,310,775

－

Ⅰ　経営相談支援事業

区　　　分

Ⅱ　専門相談支援事業

事　業　名

税務支援（確定申告）

財務分析支援

５Ｓ支援

ＩＴ化支援

債権保全計画作成支援

結果報告

小　計

マーケティング力向上支援

販路開拓支援

事業計画作成支援

創業支援

事業継続計画(ＢＣＰ)作成支援

コスト削減計画作成支援

事業承継支援

災害時等の支援

金融支援（経営指導型）

マル経融資等の返済条件緩和支援

資金繰り計画作成支援

記帳支援

労務支援

人材育成計画作成支援

補助金額

別紙事業調書のとおり

補助金額

17,186,475

403,700

補助金額

算 定 基 準

その他支援

補助金額

補助金額
算　定　基　準

支援日数

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

金融支援（紹介型）

48

算　定　基　準

11

※記帳支援のために税理士を活用する場合、26,000円×事業所数

11

経理支援 14

経営支援 12


